
平成２３年５月１２日

福島県内の下水処理副次産物の当面の取扱いに関する考え方について

標記について、本日（５月１２日）、原子力災害対策本部から、とりまとめた旨の通知

があったので、お知らせします。

また、これを踏まえ、福島県知事に対し別紙１のとおり通知を発出いたしましたので、

あわせてお知らせします。

＜問い合わせ先＞

都市・地域整備局下水道部下水道企画課（下水道・汚泥等に関すること）

下水道技術開発官 白﨑（内線３４－１６２）

課長補佐 岩﨑（内線３４－１４２）

電話：０３－５２５３－８１１１（代表）

０３－５２５３－８４２７（直通）

厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課（労働者の安全確保に関すること）

中央労働衛生専門官 安井（内線５４９８）

業務第４係長 片野

電話：０３－５２５３－１１１１

経済産業省製造産業局住宅産業窯業建材課（セメントに関すること）

課長補佐 大川

セメント係長 石井、荒木

電話：０３－３５０１－９２５５

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課（管理型処分場に関す

ること）

課長補佐 山縣

技官 佐川

電話：０３－３５８１－３３５１（内線６８７５）

内閣府原子力災害対策本部（その他原子力災害に関すること）

放射線班長 茶山

技官 安陪

電話：０３－３５０１－１５２８
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平成２３年５月１２日

福島県知事 殿

国土交通省 都市・地域整備局長

福島県内の下水処理副次産物の当面の取扱いに関する考え方について

標記について、本日（５月１２日）、原子力災害対策本部から、別紙のとおり

とりまとめた旨の通知があったので、お知らせする。

なお、貴管内市町村にもこの旨周知願いたい。

別紙１



別紙 

 

 

平成 23 年５月 12日 

 

厚生労働省 殿 

経済産業省 殿 

国土交通省 殿 

環 境 省 殿 

 

原子力災害対策本部 

 

「福島県内の下水処理副次産物の当面の取扱いに関する考え方」について 

 

 福島県内の下水処理の副次産物の取扱いに関する当面の考え方について、こ

れまでの関係府省による検討を踏まえ、福島県内の下水処理の副次産物の取扱

いに関する当面の考え方について、別添１のとおり原子力安全委員会に助言を

要請したところ、原子力安全委員会から別添２の回答を得た。これを受け、「福

島県内の下水処理副次産物の当面の取扱いに関する考え方」を別添３のとおり

とりまとめた。これに基づき、福島県及び関係事業者等に対し、適切に指導・

助言を行われたい。 



（別添１） 
 

平成 23 年 5 月 11 日 
 
原子力安全委員会 殿 
 

原子力災害対策本部 
 
 

福島県内の下水処理の副次産物の取扱いに関する当面の考え方について 
 
 
 標記の件について以下のとおりとりまとめたので、これについて助言を求め

る。 
 
 
1. 脱水汚泥、溶融炉のスラグ等に関しては、県内の下水処理場、管理型処分場

等に仮置きし、モニタリングを実施することを基本とする。 
 

2. 脱水汚泥等を再利用して生産するセメントは、クリアランスレベル以下であ

ることを確認する。 
 

3. 既に生産されたセメントによる影響については、別紙のとおり安全性を確認

した。 
 

4. 関係する事業所においては、電離放射線障害防止規則に基づき作業員の被ば

く管理等を行う。 
 



 

（別紙） 

福島県内の下水処理により発生する脱水汚泥を再利用して 

生産されたセメントによる放射線の影響評価について 

 

原子力災害対策本部 

協力：独立行政法人 日本原子力研究開発機構 

 

１．評価方法 

汚染したコンクリート等の再利用を想定したシナリオ及び被ばく経路の評価

として、「放射線障害防止法へのクリアランス制度の導入に向けた技術的検討に

ついて」（文部科学省 放射線安全規制検討会クリアランス技術検討ワーキング

グループ、平成 22年 11 月）がある。このクリアランスレベル評価を基に、放

射性物質を含む脱水汚泥を再利用して生産されたセメントによる放射線の影響

評価を行った結果、セメントを壁材として再利用した場合の居住者（子供）の

外部被ばく経路による被ばく量が最大となった。当該経路評価を以下に示す。 

 

２．評価式 

被ばく線量は、以下（１）式により計算する。 
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ここで、 

 iextD ,  ：放射性核種ｉによる外部被ばく線量（μSv/y） 

 isC ,  ：線源中の放射性核種ｉの濃度（Bq/g） 

 rt  ：年間居住時間（被ばく時間）（h/y） 

 iextDCF ,  ：放射性核種ｉの外部被ばく線量換算係数（μSv/h per Bq/g） 

 iλ  ：放射性核種ｉの崩壊定数（1/y） 

 2t  ：被ばく中の減衰期間（y）（=1.0） 

 である。評価計算条件を表１に示す。 

 

３．分析結果 

セメントの放射能濃度の設定としては、評価に余裕を持たせるため、本年 3

月 11 日以降に生産されたセメントのうち最も高い放射能濃度（参考資料参照・

対外秘）の 2倍程度に相当するセシウム-134：500Bq/kg、セシウム-137：500Bq/kg

を用いて評価を行った。 

以上から、セメントの再利用に伴うCs-134の外部被ばくが2.3×102μSv/年、



 

Cs-137 の外部被ばくが 1.3×102μSv/年、合計の線量は 3.6×102μSv/年と評価

される。これは、平常時に原子力施設が公衆に与える被ばく限度である１mSv／

年を下回るものであり、過去に計測された放射能濃度の２倍を仮定しても、放

射性物質を含むことによる健康への影響が起こることは考えがたい。 

 

表１ セメントとしての再利用の外部被ばく経路のパラメータ設定 

名称 単位 選定値 選定根拠 

再利用されるセ

メント中の核種

濃度(Bq/g) 

Cs-134 

Bq/g 

0.500 
計測された最大の放射能濃度

の 2倍程度 Cs-137 0.500 

セメントの市場希釈係数 － 1 
保守的にセメントの市場希釈

係数を 1とした。 

セメント重量比 － 0.2 

壁材であるコンクリートは、

セメントと砂の割合が 1:4 で

あることよりセメント重量比

を 0.2 とした。 

年間居住時間 h/y 6,000 

「主な原子炉施設におけるク

リアランスレベルについて」

準拠 

壁材からの外部

被ばく線量換算

係数（子供） 

Cs-134 

μSv/h 

per 

Bq/g 

6.4E-01 

天井：直方体 9m×9m×0.2m 

床：直方体 9m×9m×0.2m 

壁：直方体 9m×2.4m×0.15m 

線源材料：コンクリート、密

度 2.3g/cm3、 

評価点：床表面の中心から 1m

の高さ 

成人の 1.3 倍 

Cs-137 2.3E-01 

被ばく中の減衰期間 y 1 

「主な原子炉施設におけるク

リアランスレベルについて」

準拠 

 



（別添２） 
 

平成 23年 5月 12 日 

 

原子力災害対策本部 殿 

 

原子力安全委員会 

 

 

「福島県内の下水処理の副次産物の取扱いに関する当面の考え方について」 

に対する助言（回答） 

 

 

平成 23 年 5 月 11 日付で助言要請のあった標記の件について、原子力安全委

員会としては、以下の理由により差支えないものと判断した。 

 

○ 放射性物質が含まれる可能性がある脱水汚泥等に関して、県内の仮置き場

で適切に管理し、さらにモニタリングを実施することを基本としているこ

と。 

○ 脱水汚泥等を再利用して生産されるセメントについては、管理を外れ、市

場に流通する以前にクリアランスレベル以下であることを確認するとして

いること。また、既に生産されたセメントによる影響についても評価を実

施し、安全性を確認していること。 

○ 関係する事業所の作業員に対して、電離放射線障害防止規則に基づく被ば

く管理を行うとしていること。 

 

なお、原子力安全委員会としては、本対応に当たって、以下の点に留意する

よう申し添える。 

 

○ 仮置き場においては、継続的にモニタリングを実施すること。 

○ 脱水汚泥等の運搬等における取扱いや仮置き場においては、飛散防止や立

入制限等周辺への影響を可能な限り低減するための対策を講じること。 

○ 合流式下水道によって下水を収集する場合、雨水等に含まれる放射性物質

の汚水中への混入や脱水汚泥への濃縮等が考えられるため、この点に充分

留意してモニタリングを実施すること。 

○ 実際の運用に当たっては、関係する省庁、自治体、事業所等の役割を明確

にし、適切な体制を構築すること。 
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福島県内の下水処理副次産物の当面の取扱いに関する考え方 
 

平成 23 年５月 12 日 

原子力災害対策本部 

 

 福島県内の下水処理場の脱水汚泥等並びに当該脱水汚泥を使用したセメント

及び溶融スラグから、別紙のとおり、最高値で 44 万 6 千 Bq/kg（セシウム-134

とセシウム-137 の合計）の濃度の放射性物質が検出されている。このことを受

け、原子力安全委員会からの助言を踏まえつつ、関係府省で検討した当面の取

扱方針を以下のとおり取りまとめる。 

 

１．脱水汚泥の取扱いの基本的考え方について  

下水処理場の脱水汚泥等について、放射能濃度に応じた適切な管理を行う。

なお、汚泥中の放射性物質の濃度について継続的な測定を行うことにより、今

後の状況変化を把握した上で適切に対応していくことが重要である。 

 

（１）脱水汚泥のうち、10 万 Bq/kg を超える物など測定された放射能濃度が比

較的高いものについては、可能な限り、県内で焼却・溶融等の減容化処理

を行った上で適切に保管することが望ましい。なお、焼却灰については飛

散防止のため、容器に封入する等の措置が必要である。 

（２）脱水汚泥又は脱水汚泥を焼却・溶融した物（１（１）を除く。）について

は、県内の下水処理場又は一般的に下水汚泥を埋立処分している管理型処

分場の埋立敷地内等に仮置きして差し支えない。この場合、必要に応じて、

運搬時の飛散防止対策を講じることが適切である。 

 

２．脱水汚泥を利用した副次産物の利用について  

（１）脱水汚泥等を再利用して生産するセメントは、受け入れる脱水汚泥等の

放射能濃度の管理や他の原材料との混合・希釈すること等により、クリア

ランスレベル以下となる物は、利用して差し支えない。脱水汚泥を溶融し

たスラグを利用した路盤材等の利用については今後検討する。 

 

（２）既に生産されたセメントによる影響については、本年３月 11日以降これ

までに生産されたセメントのうち最も高い放射能濃度の２倍程度に相当す

るセシウム-134：500Bq/kg、セシウム-137：500Bq/kg を用いて評価した結

果、クリアランスレベルで用いられた最も厳しいシナリオ（壁材として使

用した場合の居住者（子ども）の外部被ばく）で評価した場合でも 362μ

（別添３） 
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Sv/年との結果であった。これは、平常時に原子力施設が公衆に与える被ば

く限度である１mSv／年を下回るものであり、このセメントにより放射性物

質を含むことによる健康への影響が起こることは考えがたい。 
 

（３）下水汚泥のコンポスト（肥料）としての利用について、多様な農地及び

作物に関して短期間に十分に評価することができないため、当面自粛する

ことが適切である。 

 

３．共通的事項  

（１）下水処理場において、外部放射線による実効線量が電離放射線障害防止

規則（昭和 47年労働省令第 41号。以下「電離則」という。）第３条第１項

に定める基準（３月につき 1.3mSv（2.5μSv/h））を超える恐れがある場合、

又は下水汚泥等が電離則第２条第２項の定義に該当する放射性物質に該当

する場合には、作業員の安全を確保するため、電離則の関連規定を遵守す

る。 

なお、下水汚泥等が電離則第２条第２項の定義に該当する放射性物質に

該当する場合には、それをセメント原料、路盤材等として受け入れる事業

場においても、電離則の適用の可能性があることに留意する。 

 

（２）これまでの脱水汚泥の測定では、測定方法の異なるストロンチウム-90 の

測定は行われていないが、福島県内での環境モニタリングの測定結果に照

らしても 10%をはるかに下回っている。今後、下水汚泥についてもストロン

チウム-90 の測定を行うことが望ましい。 

 

（３）脱水汚泥の放射能濃度には地域差や降雨の有無等による日々の変動があ

ると考えられる。また、その性質上、生じた汚泥を希釈する以外に、下水

道管理者やセメント事業者等が放射能濃度を管理することは難しい。算出

結果に対数的な処理を行って規定されている放射能濃度の上限値は、一種

の「目安」であり、規定されている値を上回る場合でも桁が同じであれば、

放射線防護上の安全性について大きく異なることはないと考えられる。目

安とした放射能濃度を超える値が測定された場合も、必ずしも回収等を行

わずとも放射線を受ける量を計算で評価すること等により、適切に対処す

べきである。 

 

４．適切な管理及び処分方法について 

（１）管理型処分場の埋立敷地内等において脱水汚泥等を仮置きした場合、セ
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シウムは不溶性であるが、安全性を確認するため、県等が、地下水及び公

共用水域へ放流される浸出水処理水中の放射性物質の濃度を測定し、必要

に応じて飛散防止対策や立入制限を行う等、適切な管理を行う必要がある。 

 

（２）管理型処分場の埋立敷地内等に仮置きした脱水汚泥等（１．（２））につ

いての管理期間等や保管している減容化処理を行った物（１．（１））の処

分方法については、引き続き検討する。 

 

 

 なお、今後、検出実績を大幅に上回る放射能濃度が脱水汚泥等から計測され

た場合には、その取扱いに関する考え方を改めて検討することとする。 

 



(別紙)

汚泥の核種分析結果

　（１）　合流式終末処理場

Ｃｓ-134 Ｃｓ-137 Ｃｓ　合計  Ｉ-131

　（２）　分流式終末処理場

Ｃｓ-134 Ｃｓ-137 Ｃｓ　合計  Ｉ-131
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